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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 
令和７年８月１９日 

件 名 令和７年国勢調査の実施について 

所管部課名 総務部 総務課 

内 容 

令和７年国勢調査について、下記のとおり実施する。 

記 

１ 調査書類の配布方法 

（１）調査票等（各戸に配布）

ア 調査員が各戸に訪問し、対面できた場合は調査の概要を説明

して調査票等を渡す。 

イ 不在の場合などは、郵便受けに調査票等が入った封筒を投函。 

（２）督促状兼お礼状（各戸に配布）

調査員が郵便受けに投函する形で配布。

２ 調査への回答方法 

以下の３通りのいずれかの方法でご回答いただく。 

（１）インターネットによる回答

（２）郵送による調査票の提出

（３）調査員による調査票の回収

※ （３）は、インターネット回答・郵送回答のどちらもでき

ない等で世帯から要望があった場合のみ限定的に実施する。 

３ （参考）国勢調査の規模 ※令和７年７月時点での想定 

令和２年 令和７年 

（想定数） 

R2⇒R7 

増減数 

世帯数 345,346 世帯 388,000 世帯 42,654 世帯 

人口 695,043 人 743,000 人 47,957 人 

調査区数 5,925 調査区 6,450 調査区 525 調査区 

調査員(区民) 2,557 人 2,740 人 183 人 

指導員(区職員) 591 人 645 人 54 人 
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４ 今後の主な調査日程（予定） 

５ 足立区国勢調査コールセンターの設置（外部委託） 

（１）設置期間

令和７年８月３０日～１０月２０日（土日祝日も開設）

（２）受付時間

午前８時３０分～午後７時

（３）電話番号

０３－６６９５－６８７３

時期 内容 

令和７年 

８月２９日 

～９月１９日 

調査員事務説明会の実施 

区内各施設で計８８回実施 

９月２０日 

～９月３０日 

調査票等の配布 

（調査員→各世帯） 

① インターネット回答期間

（９月２０日～１０月８日）

② 郵送回答期間

（１０月１日～１０月８日）

※ 紙の調査票を回収希望の場合は、区の

国勢調査コールセンターへ連絡 

１０月９日 

～１０月１３日 

「督促状兼お礼状」の配布 

（調査員→各世帯） 

１０月１４日 

～１０月１７日 

調査関係書類の郵送提出 

（調査員→区） 

１０月３１日 

～１１月２０日 
指導員（区職員）による調査書類の審査 

１１月２１日 

～令和８年３月 
統計係職員による調査書類の審査 

令和８年３月 総務省統計局へすべての調査書類を提出 
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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月１９日 

件 名 拉致問題啓発講演会・コンサートの実施について 

所管部課名 総務部 総務課 

内 容 

足立区拉致問題等啓発推進条例に基づき、拉致問題の風化防止のため、以

下のとおり啓発事業を実施する。 

１ 日程・場所 

令和７年９月２７日（土）１４：００～１６：００ 

  足立区役所２階庁舎ホール 

２ 主催 

あさがおの会・足立区 

３ プログラム 

時 間 内 容 

１４：００ 開 会 

１４：０５ コンサート

奏者 吉田直矢氏（拉致被害者 横田めぐみさ

んと中学校の同級生でヴァイオリニスト） 

内容 ヴァイオリンコンサート（曲間にめぐみ

さんとのエピソードトークあり） 

１５：１０ 講 演 

演題 「拉致被害者 救出のために」 

講師 飯塚耕一郎氏（拉致被害者 田口八重子

さんの長男、北朝鮮による拉致被害者家族

連絡会事務局長） 

１６：００ 閉 会 

４ 定員 

３００名（抽選） 

５ 申込方法等 

（１）申込方法

区ホームページからオンライン申請、または氏名、住所等必要事項を記

入したはがきを区へ送付いただく。 

（２）申込期間

令和７年８月１０日（日）～９月１日（月）

（３）料金

無料

６ 周知 

あだち広報８月１０日号、区ホームページ、ＳＮＳ等 
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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月１９日 

件 名 平和啓発動画の制作について 

所管部課名 総務部 総務課 

内 容 

戦争体験者の証言を記録に残し、啓発活動に活用することで、平和の尊さ

や戦争の悲惨さを後世に伝えていく。 

１ 制作の経緯及び概要 

（１）終戦から８０年を迎え、戦争体験者が高齢化しており、戦争の悲惨さ

を語り伝えていくことが年々困難になってきている。

（２）後世に伝えていくための手法として戦争体験者の方とも協議し、証言

を記録に残す動画制作を検討した。

（３）次世代に伝えることを主目的とし、学校教材での使用も考慮して制作

する。

（４）足立区原爆被害者の会が実施している展示会での活動記録等も撮影す

る。

２ 対象 

小中学生（戦争の学習をする小学６年生、中学１年生）を中心とした若

年者及び区民。 

３ 動画構成 

  用途に合わせてショート版（10 分程度）とロング版（30 分程度）を制

作する。 

ショート版 ロング版

主な 

用途 

学校教材をメイン 

（WEB等での公開にも活用） 

ＷＥＢ等の公開をメイン 

（動画 de あだち、JCOM チャンネ

ル足立での放映等）

時間 １０分程度 ３０分程度 

コン

セプト

授業で活用しやすいよう短時

間とし、足立区内の被害や、戦

争体験者の生の声などを織り

交ぜ、戦争の悲惨さや平和の尊

さを強く訴えかける。 

広く区民に訴えかけるものとして

足立区内の被害や、戦争体験者の

声、私たちに何ができるのか、戦

争の悲惨さや平和の尊さを訴えか

ける。 

構成 

以下の要素を織り交ぜ、用途に応じて業者と協議して制作する。 

① 第二次世界大戦や東京大空襲、戦争とあだち

② 戦争体験者の証言

③ 後世に伝える大切さ、いまわたしたちにできること（まとめ）
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４ 動画の使用 

（１）教材での活用 

学校で児童・生徒に対して授業で活用し戦争体験者の生の声を伝える。 

（２）動画ｄｅあだちや JCOMチャンネル足立での公開 

区内外に広く発信し、戦争の悲惨さ、平和の尊さを啓発する。 

（３）平和啓発事業等での放映 

原爆に関する展示会等の平和啓発事業で放映する。 

 

５ スケジュール（予定含む） 

時 期 内 容 

７月 契約決定 

８～11月 撮影開始 

12月 完成、使用開始（動画 deあだち等で公開） 

令和８年度～ 学校教材での使用 
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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月１９日 

件   名 
特別区人事委員会による「令和７年度定期監督」の結果及び是正内容に  

ついて 

所管部課名 総務部 人事課 

内   容 

令和７年５月２８日、２９日に特別区人事委員会による令和７年度定期監督

が実施された。 

定期監督の結果と各事業場の是正内容について、以下のとおり報告する。 

 

１ 定期監督の概要 

  労働基準法及び労働安全衛生法等に基づき、勤務条件や執務環境が適合し

ているかを確認する調査（労働基準法第１０１条等）。 

 

２ 主な調査項目 

（１）労働時間管理に関すること 

（２）安全衛生管理体制に関すること 

（３）工作機械・薬品（有害物）の管理に関すること 

 

３ 調査事業場 

  例年、区内事業場（本庁舎、出先機関、学校等）２カ所が対象として特別

区人事委員会から指定される。 

（１）令和７年度対象事業場 

  ア 戸籍住民課（足立区マイナンバー交付センター） 

    ５月２８日（水）実施 

  イ 足立区立扇小学校 

    ５月２９日（木）実施 

 

４ 結果及び是正内容 

  別紙１・２のとおり 
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別 紙１ 

定期監督結果に伴う是正報告 
 

事業場名 
戸籍住民課 

マイナンバー交付担当 
実施年月日 令和７年５月２８日 

 

監督結果 

【  】内は指摘事項 
問題となった状況 是正内容 

１ 会計年度任用職員や

臨時職員等の勤務の実

態が勤務条件通知書と

異なっている。 

【会計年度任用職員や臨

時職員等の勤務条件につ

いて確認すること。 

労働基準法第１５条等】 

８：３０～１７：００の勤務条件

であるが、実際は８：３０開始の交

付のための準備として８：００～超

過勤務していた。 

これは毎日行っている業務であ

り、労働基準法第１５条等に基づ

く、勤務条件を明示した「承諾書」

における「緊急を要する場合等」の

超過勤務に該当せず、違反である。 

 

８：００からの交付準

備業務は、常勤職員がロ

ーテーションで担当する

こととした。 

これにより、会計年度

任用職員の「緊急を要す

る場合等」以外の超過勤

務を無くした。 

２ 出退勤時刻の記録に

抜け漏れがある。 

【労働基準を適正に把握

するため、労働日ごとの始

業・終業時刻を確認し、こ

れを記録すること。】 

令和７年３月２１日、常勤職員１

名が、出勤後に研修参加し、終了後

に時間休を取得したが、研修と時間

休のシステム登録をしていなかっ

た。また、退勤時刻の記録をしてい

なかった。 

 

登録内容を正しく修正

した。 

今後は、システム登録

に漏れが無いか、出勤・退

勤時間の確認とともに各

職員、係内服務担当者で

チェックしていく。 

３ 規則で定められた超

過勤務の上限を超えて

超過勤務をしている職

員がいる。 

【職員が超過勤務を行う

場合は、規則で定められた

上限時間内で勤務を命令

すること。】 

該当職員４名（Ａ～Ｄ） 

（1）令和７年３月に１００時間を

超えた職員１名（Ａ） 

（2）令和７年４月に１００時間を

超えた職員１名（Ｂ） 

（3）２～６ケ月の期間に平均８０

時間を超えた職員２名（Ａ、Ｃ） 

（4）１年に月４５時間以上の月が

６ケ月を超えた職員２名（Ａ、

Ｄ） 

超過勤務の縮小に向け

て業務の効率化、さらに

は振替休日の取得徹底を

図る。朝礼やミーティン

グ時など、定期的に職員

に指導していく。 

※職員の増員については

調整中。 

４ 超過勤務命令がなく、

正規の勤務時間を超え

て在庁している職員が

いる。 

【職員が超過勤務を行う

場合は、管理職が事前に超

過勤務命令を行うこと。ま

た、勤務時間と退勤時間と

の間における労務の提供

について、勤務関係記録を

示した上で、各職員に在庁

理由の調査を行うこと。調 

該当職員３名 

（1）令和６年１２月１９日に１名

（１７：１５～１８：１７） 

（2）令和７年３月３１日に２名 

（１７：１５～１８：１７、 

１７：１５～２２：３１） 

 いずれも超過勤務を行っていた

が、申請登録を漏らしていた。 

超過勤務手当を追加支

給する。 

今後は、時間外の在庁

理由（業務、業務外）を適

切に把握し、業務による

場合は事前に超過勤務命

令を行うことを徹底す

る。 

また、超過勤務手当の

請求漏れを防ぐため、勤

務実績と退勤時間に相違

がないか、各職員、係内服 
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監督結果 

【  】内は指摘事項 
問題となった状況 是正内容 

査の結果、割増賃金等の支

払いが必要な場合は、追加

で差額を支払うこと。】 

 務担当者でチェックし

ていく。 

５ 超過勤務命令がなく、

勤務を要しない日に出

退勤記録がある職員が

いる。 

【職員が超過勤務を行う

場合は、管理職が事前に超

過勤務命令を行うこと。超

過勤務をさせた場合には、

通常の労働時間の賃金の

二割五分以上の割増賃金

を支払うこと。】 

該当職員１名 

令和７年３月２９日（土）、３０

（日）に超過勤務していたが、申請

登録を漏らしていた。 

 

超過勤務手当を追加支

給する。 

今後は、職員の勤務内

容や勤務時間を適正に把

握し、勤務を要しない日

に超過勤務を行わせる場

合は事前に超過勤務命令

または振替命令を行うこ

とを徹底する。 

また、超過勤務手当の

請求漏れを防ぐため、勤

務実績と退勤時間に相違

がないか、各職員、係内服

務担当者でチェックして

いく。 
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別 紙２ 

令和７年度定期監督における改善状況報告書 

事業場名 扇小学校 実施年月日 令和７年５月２９日 

 

指摘事項 是正内容 

１ 労働時間が６時間を超える場

合においては少くとも４５分、

８時間を超える場合においては

少くとも１時間の休憩時間を労

働時間の途中に与えること。（労

働基準法第３４条） 

 

２ 指針及び教育委員会規則等で

定められた時間外在校等時間の

上限方針範囲内とするため業務

量の適切な管理を行うこと。 

（文部科学省「公立学校の教育職

員の業務量の適切な管理その他

教育職員の服務を監督する教育

委員会が教育職員の健康及び福

祉の確保を図るために講ずべき

措置に関する指針」）（足立区立

学校の管理運営に関する規則第

２７条の２） 

 

３ 職員が超過勤務を行う場合

は、管理職が事前に超過勤務命

令を行うこと。 

  また、勤務時間（正規の勤務

時間及び超過勤務命令時間）と

退勤時間との間における労務の

提供状況について、勤務関係記

録を示した上で、各職員に在庁

理由の調査を行うこと。 

  調査の結果、割増賃金等の支

払が必要な場合は、追加で差額

を支払うこと。（労働基準法第３

７条） 

１ ７月２４日は、出張からの帰校後、片付

けを行ってから退庁したため、超過勤務の

実績はない。今後も管理職が確認し、超過

勤務にならないよう心がける。 

 
 
 
２ 引き続き、職員の勤務内容や出退勤時刻

の適正な把握に努める。指針及び教育委員

会規則等で定められた時間外在校時間の上

限方針範囲内とするため、業務量の適正な

管理を行う。５月から、在校時間タイマー

を設置し、退勤時刻の３０分後にタイマー

が鳴るよう設定し、全教職員が在校時間の

意識を高めていくことができるようにす

る。 
 
 
 
 
３ ５月９日、６月１１日実績に基づき超過

勤務命令簿を作成し、超過勤務手当の支給

を行うこととした。今後も職員の勤務内容

や出退勤時刻の適正な把握に努める。超過

勤務を職員に行わせる場合は、管理職が事

前に超過勤務命令を行うことを徹底する。 
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指摘事項 是正内容 

４ 保有薬品と薬品台帳の照合を

行うこと。 

（毒物及び劇物取締法第１１条第

１項） 

（H３０.７.２４薬生薬審初０７

２４号台１号医薬品審査管理課

長通知） 

（H１８．３東京都教育委員会「安

全教育の手引き」） 

４ 一般薬品においても保有薬品の照合を行 
い、台帳を作成した。 
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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月１９日 

件   名 
令和７年度の工事請負契約について 

（令和７年６月、７月分・契約金額６千万円以上１億８千万円未満） 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

 

令和７年度、契約金額６千万円以上１億８千万円未満の工事請負契約に

ついて、報告する。 

※契約金額には消費税を含む。 

※契約金額が６千万円以上１億８千万円未満の工事でも、既に上程した

ものは記載していない。 

令和７年度契約（令和７年６月１日～７月３１日締結） 

業

種 

件 名 

（工事場所） 

契約 

月日 

契約金額 

(円) 

落札率 

（％） 

契約の 

相手方 

一

般

土

木 

舗装改修工事（令和７年度道

路維持課工事第３号） 
7/8 83,633,000 91.38 

丸藤小林土木

株式会社 
足立区花畑一丁目３５番から

南花畑四丁目２４番先 

五反野ふれあい通り道路改良

工事（令和７年度道路維持課

工事第６号） 7/30 91,300,000 91.36 
株式会社 

イワカン 
足立区弘道一丁目１番から西

綾瀬四丁目１３番先 

建

築 

北三谷小学校プール缶体改修

その他工事 
6/4 104,500,000 99.22 

株式会社 

岡本工務店 足立区東和一丁目１７番１２

号 

入谷中学校全体保全計画にか

かる内装改修その他工事 

（一期） 6/26 147,180,000 98.83 
太和工業 

株式会社 

足立区入谷三丁目６番１号 

保木間小学校教室床改修その

他工事（二期） 
6/26 61,380,000 92.15 

白谷建設 

株式会社 
足立区竹の塚三丁目６番３号 
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業

種 

件 名 

（工事場所） 

契約 

月日 

契約金額 

(円) 

落札率 

（％） 

契約の 

相手方 

建

築 

東綾瀬公園温水プールドーム

改修工事（二期） 
7/2 145,750,000 99.02 

株式会社 

横河ブリッジ 

（特命随契） 足立区東綾瀬三丁目４番１号 

長門住区センター大規模改修

建築工事 
7/10 163,900,000 99.75 

株式会社 

似鳥工務店 足立区中川二丁目２４番２号

－１０１ 

谷中中学校サッシ改修工事 

（一期） 
7/22 92,719,000 99.79 

一新建設 

株式会社 
足立区谷中三丁目１４番１号 

谷中中学校プール改修工事 

7/24 101,596,000 99.99 
武家田建設

株式会社 
足立区谷中三丁目１４番１号 

電

気

工

事 

入谷中学校全体保全計画にか

かる電気設備改修工事 

（二期） 6/6 87,720,160 94.04 
株式会社 

ワイズ電気 

足立区入谷三丁目６番１号 

栗島中学校電灯コンセント設

備改修工事 
6/9 66,968,000 97.26 

幸信電気 

株式会社 足立区中央本町五丁目２３番

１号 

谷中中学校電灯コンセント設

備改修工事 
6/9 73,150,000 92.87 

株式会社 

ケー・ディ・

エヌ 足立区谷中三丁目１４番１号 
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業

種 

件 名 

（工事場所） 

契約 

月日 

契約金額 

(円) 

落札率 

（％） 

契約の 

相手方 

電

気

工

事 

扇中学校受変電設備改修その

他工事 
6/19 75,680,000 99.54 

雄光電気 

株式会社 
足立区扇三丁目１８番１４号 

加平谷中トンネル路面冠水装

置その他更新工事 
6/25 120,780,000 95.95 

株式会社 

進誠 足立区加平三丁目１６番から

谷中五丁目２番先 

長門住区センター大規模改修

電気工事 
7/11 92,840,000 93.01 

株式会社 

トーテック 足立区中川二丁目２４番２号

－１０１ 

給

排

水 

六月中学校全体保全計画にか

かる機械設備工事（二期） 
6/6 104,500,000 96.46 

東京管工機

材株式会社 
足立区六月一丁目３０番１号 

空

調 

本庁舎南館・中央館個別空調

設備改修その他工事 
6/24 100,100,000 92.25 

株式会社 

皐月設備 足立区中央本町一丁目１７番

１号 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

北千住駅西口広場エレベータ

ー改修その他工事 
7/23 69,231,800 100.00 

株式会社 

日立ビルシ

ステム 

（特命随契） 足立区千住二丁目６０番先 
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総 務 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月１９日 

件   名 令和７年度優良工事施工業者褒状授与式の開催結果について 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

令和７年度優良工事施工業者褒状授与式を開催し、１４施工業者１９名

の現場代理人に褒状を授与したので情報提供する。 

１ 開催日時 

日 時：令和７年７月１１日（金）午前１０時００分 

場 所：足立区役所 ８階特別応接室 

２ 優良工事の選定結果 

令和６年度完成工事（契約金額２５０万円以上）２３５件のうち、工

事成績評定が８１点以上のものから、施工体制、現場管理、施工管理等

すべてにおいて、成績優秀で他の模範となる１９件を優良工事として選

定し褒状を授与した。 

優良工事一覧（対象工事名５０音順） 

No 対象工事 施工業者 

1 青井授産場解体工事 株式会社 共栄興業 

2 
足立区立東綾瀬中学校改築空調設備

工事 
水工房・カンノ建設共同企業体 

3 
足立区立東綾瀬中学校改築電気設備

工事 
トーテック･洸新建設共同企業体 

4 綾瀬駅東口駅前交通広場整備工事 白岩建設 株式会社 

5 大谷田住区センター大規模改修工事 株式会社 似鳥工務店 

6 上沼田東公園改修整備工事 東京三田組・太和工業建設共同企業体 

7 旧江北小学校解体その他工事 株式会社 関口興業 

8 
中央本町地域学習センター大規模改

修工事 
株式会社 似鳥工務店 

9 
中央本町地域学習センター大規模改

修機械設備工事 
株式会社 水工房 

10 
中央本町地域学習センター大規模改

修電気設備工事 
株式会社 ケー・ディ・エヌ 

11 
長門小学校電灯コンセント設備改修

工事 
ミハタ電設 株式会社 

12 
西新井第一小学校人工芝・給食場内

装・北側舗装改修工事 
太和工業 株式会社 

13 
花畑川環境整備その１工事 

（工事課工事第３０号）  
株式会社 東京三田組 
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No 対象工事 施工業者 

14 

花畑川環境整備その１既設護岸上部

撤去工事 

（令和６年度道路整備課工事第５号） 

株式会社 東京三田組 

15 
東加平小学校全体保全計画にかかる

校庭改修その他工事 
誠和光建 株式会社 

16 
補助第１３８号線その２工区道路整

備工事 
株式会社 東京三田組 

17 
舗装改修工事 

（道路整備課工事第１５号） 
株式会社 ユウト建設 

18 本庁舎監視カメラ装置改修工事 株式会社 光和エンジニアリング 

19 六町駅自転車駐車場整備工事 株式会社 シミズローディック 

※ 成績評定は、各事業者の自己情報保護のため非公表としている。 

３ 優良工事施工業者の公表  

足立区公式ホームページ、契約課掲示板（３ヶ月間）、東京電子自治

体共同運営電子調達サービスのお知らせ情報で優良工事施工業者を公表

する。 

 

16


